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研究成果の概要：　本研究から明らかになったのは，学年担当制が「教師の対話増加」「担任教師の負担軽減」
「生徒や保護者の選択先の増加」につながるということである。
　学年担当制によって教師の協働性，組織力を学校運営において発揮するには，「システムの運用」と「協働性
向上のフィロソフィの涵養」とを往還させながら学校運営を進めることが必要である。協働性向上のフィロソフ
ィとは，「教職員の協働性向上に向かう教育観，価値観，意識や態度」であり、教師の「自律性」「相互依存」
「情報共有」である。これらと学年担当制のシステム運用が学校運営の目的と目標の共有によってで結びつけ、
涵養することが重要である。

研究分野：学校経営・学級運営

キーワード： 協働性向上のフィロソフィ　システムとフィロソフィの往還　目的と目標の共有
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　現在の学校では，「チームとしての学校」の構築が求められながらも，教師の個業に頼る側面の改善が難しい
状況にある。それは，学級経営において顕著に現れていると言える。
本研究で明らかになった教職員の意識や教育実践の姿は，教育実践の個業化の様相を具体的に示しながらも，そ
れを改善させていこうとする過程を鮮明に表したものである。
　さらに、筆者が定義づけた「協働成功上のフィロソフィ」は、どの学校でも実践に結びつけることのできる汎
用性の高いものとなっている。これらは実践的・具体的かつ先進性があり，学校現場にとって有効な成果物とな
っている。
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１．研究の目的 
今日の学校では，「チームとしての学校」の実現が求められている。しかし「平成 28年度教
員勤務実態調査」(学校における働き方改革特別部会 2017)によると，生徒と直接接する「学年・
学級経営」「部活動」「学校行事」の業務が，教諭によって勤務時間差が大きい業務となってい
る。さらに，「学校の組織運営の在り方」(学校の組織運営に関する作業部会まとめ 2004)では，
「学校本来の目的である教育活動の実施は，教職員の個々具体の活動に収れんされる側面が強
く，他の組織よりも組織的な運営を難しくしている」と指摘しており，教育活動の個業化が課
題であることを示唆している。筆者の所属する中学校でも同僚と生徒支援について語る時間が
欲しいと感じている学級担任がいる。そこで本研究は，学級経営において従来の固定担任制を
変革した先進事例調査や学年担当制による新たな学級経営体制の実践を通してチーム支援体制
の構築を図り，教職員の意識変容の分析を通して，チーム支援体制構築に必要な要件を検討す
る。 
 
２．研究成果 
まず，調査研究を実施した。固定担任制を廃止した３校の調査では，「教師の負担軽減」「教
師間の対話増加」「生徒や保護者の相談先の選択肢増加」という共通点が見られた。このことか
ら固定担任制の変革は複数の教職員で生徒を多面的に支援する体制(以下，チーム支援体制)の
構築に有効であり，学年・学級経営の場面で教職員が協働的に生徒を支援するシステム(以下，
協働型支援システム)が必要であると考えた。 
調査研究をもとに，学年教師が全学級をローテーションして指導にあたる学年担当制を A校
で 2度試行した。１度目の試行では，教師が情報共有の必要性に気づき，それを深めようとす
る協働性向上の一端が見られたが，試行前後の教職員への意識調査を比較すると，学級経営の
基本方針についての共通理解の平均値が低下した。このことから筆者は，協働的な教育活動に
つながる教職員の教育観，価値観，意識や態度を総じて「協働性向上のフィロソフィ(以下，フ
ィロソフィ)」と称し，協働型支援システムの実践をフィロソフィの涵養と関連させながら進め
ることが，チーム支援体制構築に必要だと考えた。 
そこで，2度目の実践では，学年教師がローテーションする学級数を減らし，1度目の試行に
比べて小規模のチーム体制をとった。さらに，システム運用の全てをマニュアル化するのでは
なく，各学年の生徒や教師の実態に合わせた自主的な判断，選択による運用の余地を残し，教
師の自律性を保障したシステムに改善した。試行中は，自発的な着想をもって活動する教師の
姿，お互いの役割を理解しあって教育活動を展開する教職員の関係性，情報共有を進める中で
活動の目標や目的の共有を重視する教職員チームの姿があった。また，試行後の意識調査では
学級経営方針の共通理解や学校全体の教育目標の共通理解の平均値が上昇したことからも協働
性が向上したと言える。 
2 度の学年担当制試行中に，筆者が観察した教職員の実態や意識変容の考察から，フィロソ
フィを整理した。これは，教職員自らが課題の解決方法を選択して行動する自律性，同僚と対
等な立場で支え合いながら教育活動を進めようとする相互依存，生徒の実態や自身の考えを深
めるために対話等を重視する情報共有の 3つからなる。この 3つは，教職員が目的と目標を共
有することによって結びつくものである。協働型支援システムは，協働に関わる人数やその活
動範囲の規模を，フィロソフィの涵養に合わせて，段階的に拡大させながら改善，発展させる
ことが有効である。フィロソフィと乖離したシステムを導入しても，形式的な協働やチーム支
援体制となり次第に形骸化する可能性が高い。 
教職員によるチーム支援体制の構築は，フィロソフィの涵養とシステムの運用や改善を行っ
たり来たりしながら，まるで蛇行するように前進していくものである。本研究では，システム
の運用過程で協働性に関する意識変容が見られ，その意識変容がシステムの効果的な運用に繋
がった。システムの運用を通してフィロソフィが涵養され，フィロソフィの涵養がシステムを
より有効なものに改善していくという往還関係である。チーム支援体制構築に向けたプロセス
を教職員がともに進むには，個々の生徒や教師の多様な特徴に即したチームづくりを計画，推
進する役割の存在が必要となる。 
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